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１【新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社は、2020年２月３日付「当社における不適切な取引の判明に関するお知らせ」に記載のとおり、当社の取引先で

ある株式会社アーネスト（大阪府大阪市、以下「アーネスト」という。）の破産により、142百万円の債権（保全額等

控除前）が取り立て不能となる可能性が生じたことに加え、当社とアーネストとの取引の一部において架空循環取引の

疑義が生じたことから、当該取立不能債権額の発生原因等の調査のため日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三

者委員会ガイドライン」に則った、当社と利害関係を有しない外部の専門家から構成される第三者委員会（以下、「第

三者委員会」という。）を設置し、当該事案について調査を進めて参りました。 

 その結果、2020年３月13日付「第三者委員会の調査報告書受領と業績に与える影響、再発防止策等について」にて公

表しましたとおり、当該第三者委員会から調査報告書を受領しました。 

 当社は当該第三者委員会の調査結果を踏まえ、架空取引に基づく資金循環に該当すると思われる取引について、売上

高、仕入高、貸倒引当金等の過年度訂正を行い、過年度の当社財務諸表（連結・非連結）を訂正しました。  

 

 当該決算訂正により、当社が平成30年２月14日に提出いたしました新規上場申請のための四半期報告書の一部を訂正

する必要が生じましたので、新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表並びに四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人により監

査並びに四半期レビューを受けており、その監査報告書並びに四半期レビュー報告書を添付しております。 

 



  

  

２【訂正事項】 
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後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】 
 

第１ 【企業の概況】 
 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 
第32期 
第２四半期 
連結累計期間 

会計期間 
自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日 

売上高 (千円) 6,690,252 

経常利益 (千円) 466,275 

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 296,466 

四半期包括利益 (千円) 310,750 

純資産額 (千円) 2,448,789 

総資産額 (千円) 9,677,002 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 125.30 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

(円) ― 

自己資本比率 (％) 25.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 993,549 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △792,715 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 449,711 

現金及び現金同等物の四半期末残高 (千円) 2,103,246 

 

回次 
第32期 
第２四半期 

連結累計会計期間 

会計期間 
自  平成29年７月１日 
至  平成29年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 83.92 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、平成29年10月17日付けで普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。当連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２ 【事業の状況】 
 

１ 【事業等のリスク】 

該当事項はありません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策等により雇用・所得環境が改善し、緩やかな回

復基調が続き、個人消費にも持ち直しの動きが見られました。当社グループの主力事業であるアミューズメント施設

運営事業及びアミューズメント機器販売事業が属する余暇市場におきましては、景品ゲーム機ジャンルが施設の売上

げを牽引し、施設稼働の向上やユーザー層拡大の兆しが表れております。 

このような状況の中、当社グループは、平成29年４月にスタートした３ヵ年の中期経営計画のもと今後ともグルー

プ一体運営におきまして、シナジー効果を発揮すべく業務プロセスや収益管理の改善に取り組んでおります。 

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は6,690,252千円となり、営業利益は451,848千円、経常利益

は466,275千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は296,466千円となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① アミューズメント施設運営事業 

当事業におきましては、平成28年６月の年少者立ち入り時間規制緩和を追い風とした販促活動を行うととも

に、各種イベントの開催、LINEを利用した販促活動並びに顧客ニーズに即応した人気ゲーム機の設置等、様々

な活性化策による集客展開を行うとともに、景品ゲーム機における販促活動を中心に、既存ゲーム機の継続遊

技を向上させるための施設オペレーションの強化に取り組み、利用者の囲い込みや需要の掘り起こしに努めた

結果、前年同期に比べ稼働が増加しました。 

以上の結果、アミューズメント施設運営事業における売上高は4,973,776千円、営業利益は683,643千円とな

りました。 

 

② アミューズメント機器販売事業 

当事業におきましては、テレビゲーム機や景品ゲーム機を中心に施設稼働の向上やユーザー層拡大の兆しが

表れている中で、引き続き得意先への与信状況を注視しながらの販売を行うとともに、新規取引先の獲得を積

極的に進めてまいりました。また、新規アミューズメント機器の販売に加え、中古アミューズメント機器やア

ミューズメント景品の販売にも力を注いで販売力の強化を推進しました。 

以上の結果、アミューズメント機器販売事業における売上高は1,655,124千円、営業利益は89,441千円となり

ました。 

 

③ その他事業 

その他事業におきましては、各種媒体を利用した広告代理店業であり、既存の広告媒体が伸び悩みを見せる

中、セールスプロモーションとインターネット、モバイルとの連携も見られはじめている中で、課題解決提案

による既存取引先との関係強化を図るとともに、新規取引先の開拓を積極的に推進しました。 

以上の結果、その他事業における売上高は61,352千円、営業利益は8,574千円となりました。 
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(2)財政状態の分析 

(資産) 

 当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、9,677,002千円となりました。主な内訳は、現金及び預

金の2,533,546千円、アミューズメント機器の1,476,169千円、建物及び構築物の1,432,754千円、敷金及び保

証金の1,149,569千円であります。 

  (負債) 

 当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、7,228,213千円となりました。主な内訳は、1年内返済予

定の長期借入金の1,461,954千円、長期借入金の3,023,536千円であります。 

  (純資産) 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、2,448,789千円となりました。主な内訳は、利益剰余金

の2,053,678千円であります。  
(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動により得られた資金は993,549千円となりました。これは、税金等調整前当期純利益464,891千円、

減価償却費566,694千円、売上債権の増加28,748千円等によるものです。 

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動により使用した資金は792,715千円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出765,784

千円等があったことによるものです。 

  (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により調達した資金は449,711千円となりました。これは、長期借入れによる収入1,600,000千円、長

期借入金の返済による支出1,062,701千円等があったことによるものです。 
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第３ 【提出会社の状況】 
 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 160,000 

計 160,000 

（注）平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可 

能株式総数は7,840,000株増加し、8,000,000株となっております。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成29年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年11月15日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 49,320 2,466,000 非上場 ― 

計 49,320 2,466,000 ― ― 

（注）平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で１株を50株に株式分割いたしました。これに 

より株式数は2,416,680株増加し、2,466,000株となっております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

   
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成29年９月30日 ― 49,320 ― 291,270 ― 80,070 
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(6) 【大株主の状況】 

                                     平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

㈱ユーミーコーポレーション 長野県長野市若里四丁目５番41号 22,600 45.82 

宮本 早苗 長野県長野市 10,000 20.28 

宮本 和彦 長野県長野市 7,100 14.40 

共和コーポレーション 
従業員持株会 

長野県長野市若里三丁目10番28号 4,140 8.39 

㈱共和コーポレーション 長野県長野市若里三丁目10番28号 2,000 4.06 

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２番26号 1,000 2.03 

㈱八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 1,000 2.03 

長野信用金庫 長野県長野市大字鶴賀133番地１ 1,000 2.03 

㈱ＣＩＴＹ ＶＯＸ 長野県長野市南長野新田裏1542番地３ 200 0.41 

中澤敏和 長野県長野市 100 0.20 

計 ― 49,140 99.64 

 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成29年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) 
― ― ― 

議決権制限株式(その他) 
― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式    2,000 ― 

権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

47,320 47,320 同上 

単元未満株式 ― 
― ― 

発行済株式総数 
49,320 ― ― 

総株主の議決権 
― 47,320 ― 

② 【自己株式等】 

    平成29年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
㈱共和コーポレーション 

 長野県長野市若里三丁目 
 10番28号 

2,000 ― 2,000 4.06 

計 ― 2,000 
― 

2,000 4.06 
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２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 
 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第

１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計

期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人によ

る四半期レビューを受けております。 

また、当社は新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部  

  流動資産  

    現金及び預金 2,533,546 

    受取手形及び売掛金 ※１ 821,596 

    商品 19,115 

    貯蔵品 135,413 

    未収入金 12,203 

    繰延税金資産 43,122 

    その他 266,916 

    貸倒引当金 △169 

    流動資産合計 3,831,745 

  固定資産  

    有形固定資産  

   アミューズメント機器(純額) 1,476,169 

   建物及び構築物(純額) 1,432,754 

   工具、器具及び備品(純額) 148,825 

   土地 819,744 

   その他(純額) 47,716 

   建設仮勘定 5,508 

   有形固定資産合計 3,930,718 

    無形固定資産  

      その他 67,580 

      無形固定資産合計 67,580 

    投資その他の資産  

   投資有価証券 168,549 

   敷金及び保証金 1,149,569 

   繰延税金資産 43,073 

   その他 534,236 

   貸倒引当金 △48,469 

   投資その他資産合計 1,846,958 

    固定資産合計 5,845,257 

  資産合計 9,677,002 
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 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部  

  流動負債  

    支払手形及び買掛金 ※１ 1,025,102 

    １年内返済予定の長期借入金 1,461,954 

  １年内償還予定の社債 200,000 

  未払金 518,633 

    未払法人税等 200,700 

  未払消費税等 72,450 

    賞与引当金 62,200 

    設備関係支払手形 ※１ 93,028 

    その他 69,281 

    流動負債合計 3,703,350 

  固定負債  

    社債 200,000 

    長期借入金 3,023,536 

    資産除去債務 223,158 

    その他 78,168 

    固定負債合計 3,524,862 

  負債合計 7,228,213 

純資産の部  

  株主資本  

    資本金 291,270 

    資本剰余金 80,070 

    利益剰余金 2,053,678 

    自己株式 △41,400 

    株主資本合計 2,383,618 

  その他の包括利益累計額  

    その他有価証券評価差額金 65,171 

    その他の包括利益累計額合計 65,171 

  純資産合計 2,448,789 

負債純資産合計 9,677,002 

 

 



  

 11  

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日) 

  売上高 6,690,252 

  売上原価 3,607,256 

  売上総利益 3,082,996 

  販売費及び一般管理費  

  給料及び手当 703,613 

  退職給付費用 7,492 

  賞与引当金繰入額 62,200 

  貸倒引当金繰入額 △5,995 

  水道光熱費 335,167 

  賃借料 851,953 

  その他 676,717 

  販売費及び一般管理費合計 2,631,148 

  営業利益 451,848 

  営業外収益  

    受取利息 1,300 

    受取配当金 1,453 

  受取賃貸料 1,717 

    受取保険金 39,664 

    その他 9,887 

    営業外収益合計 54,022 

  営業外費用  

    支払利息 18,758 

    貸倒引当金繰入額 18,231 

    その他 2,605 

    営業外費用合計 39,595 

  経常利益 466,275 

  特別損失  

    固定資産除却損 1,384 

    特別損失合計 1,384 

  税金等調整前四半期純利益 464,891 

  法人税、住民税及び事業税 182,711 

  法人税等調整額 △14,286 

  法人税等合計 168,425 

  四半期純利益 296,466 

  非支配株主に帰属する四半期純利益 ― 

  親会社株主に帰属する四半期純利益 296,466 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日) 

  四半期純利益 296,466 

  その他の包括利益  

    その他有価証券評価差額金 14,284 

    その他の包括利益合計 14,284 

  四半期包括利益 310,750 

    (内訳)  

    親会社株主に係る四半期包括利益 310,750 

    非支配株主に係る四半期包括利益 ― 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日) 

  営業活動によるキャッシュ・フロー  

    税金等調整前四半期純利益 464,891 

    減価償却費 566,694 

    貸倒引当金の増減額(△は減少) 11,509 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 8,000 

    受取利息及び受取配当金 △2,753 

    支払利息 18,758 

    有形固定資産除却損 1,384 

    売上債権の増減額(△は増加) △28,748 

    たな卸資産の増減額(△は増加) △21,341 

  その他の資産の増減額（△は増加） △48,442 

    仕入債務の増減額(△は減少) 49,741 

    未払消費税等の増減額（△は減少） 43,679 

    その他の負債の増減額（△は減少） 21,725 

    その他 15,937 

    小計 1,101,036 

    利息及び配当金の受取額 1,557 

    利息の支払額 △18,481 

    法人税等の支払額 △90,563 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 993,549 

  投資活動によるキャッシュ・フロー  

    定期預金の預入による支出 △633,200 

    定期預金の払戻による収入 667,700 

    有形固定資産の取得による支出 △765,784 

    無形固定資産の取得による支出 △50,966 

    敷金及び保証金の差入による支出 △18,878 

    敷金及び保証金の回収による収入 26,845 

  保険積立金の積立による支出 △17,492 

    その他 △940 

    投資活動によるキャッシュ・フロー △792,715 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  

    長期借入れによる収入 1,600,000 

    長期借入金の返済による支出 △1,062,701 

    割賦債務の返済による支出 △56,563 

    リース債務の返済による支出 △7,364 

    配当金の支払額 △23,660 

    財務活動によるキャッシュ・フロー 449,711 

  現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 650,545 

  現金及び現金同等物の期首残高 1,452,701 

  現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,103,246 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

 

 当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

受取手形 26,793千円 

支払手形 31,567千円 

設備関係支払手形 3,973千円 

 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年９月30日) 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 23,660 500 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

 

  
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日) 

現金及び預金 2,533,546千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △430,300千円 

現金及び現金同等物 2,103,246千円 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第２四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年９月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他 
(注１) 

調整額 
(注２) 

四半期連結損益
計算書計上額

(注３) アミューズメン
ト施設運営 

アミューズメン
ト機器販売 

計 

売上高       

  外部顧客への売上高 4,973,776 1,655,124 6,628,900 61,352 ― 6,690,252 

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― 

計 4,973,776 1,655,124 6,628,900 61,352 ― 6,690,252 

セグメント利益 683,643 89,441 773,084 8,574 △329,811 451,848 

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業であり、広告代理店事業を含んでおります。 

   ２．調整額は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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(１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 125円30銭 

(算定上の基礎)  

  親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 296,466 

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

  普通株式に係る親会社株主に帰属する 
  四半期純利益金額(千円) 

296,466 

  普通株式の期中平均株式数(株) 2,366,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― 

（注）１．当社は、平成29年10月17日付けで普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。当連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

   ２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 
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(重要な後発事象) 

   (株式分割) 

当社は、平成29年９月29日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年10月17日付で株式分割を行っております。 

 

１.株式分割の目的 

当社株式の流動性向上と投資家層拡大を図ることを目的としております。 

 

２.株式分割の概要 

(１)分割の方法 

平成29年10月16日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、その所有株式を、１株につき

50株の割合をもって分割いたしました。 

 

(２)分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式数  49,320株 

今回の分割により増加する株式数 2,416,680株 

株式分割後の発行済株式総数 2,466,000株 

株式分割後の発行可能株式数 8,000,000株 

 

(３)株式分割の効力発生日 

平成29年10月17日 

 

(４)１株当たり情報に及ぼす影響 

   １株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映されております。 

 

(５)新株予約権行使価格の調整 

今回の株式分割に伴い、平成29年10月17日以降の新株予約権の１株当たりの行使価格を以下のとおり調整いたしま

した。 

 調整前権利行使価格 調整後権利行使価格 

第４回新株予約権 24,120円 483円 

 
 
 

 

２ 【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
 

該当事項はありません。 
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